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ケアマネジャーの実践には情報の共有が不可欠である。そして情報の共有には、その

ためのシステムが必要とされ、情報共有システムを構成する要素には、情報交換の場、

ケアマネジャーの必要意識、伝達スキルなどが考えられる。本研究では、この情報共有

システムの現状を探るとともに、情報共有に対するケアマネジャーの意識調査を行っ

た。今回は、まずいくつかのモデルの視察と分析を通じて、情報を共有するための枠組

みと過程を考察した。その上で、ケアマネジャーへのアンケート調査を通じた意識調査

を行った。

今回の調査結果からは、情報共有システムの媒体となる会議の形式や目的によって、

ケアマネジャーの参加意識に差が見られることが確認された。中でも、多くのケアマネ

ジャーは固定した参加者の会議には高い関心を示す一方で、地域での流動的な会議に対

する関心はやや低い結果となっている。その一方で、ケアマネジャーのサービス担当者

会議に対する関心は９０パーセント以上と、制度化の効果が認められた。
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１．はじめに

保健・医療・福祉の連携が語られるようになって久しいが、未だに連携のあり方や情

報共有についての問題提起は止まない。むしろ近頃では、医療機関のソーシャルワー

カーとの連携の難しさを述べる介護支援専門員に出会ったり、個人情報保護を理由に情

報提供を拒み、一方的な利用者の紹介を実行しているソーシャルワーカーに出会ったり

することさえある。できれば、ごく一部の例外と考えたい思いであるが、連携の在り方

が多様化してきていることは事実のようであり、そこでの情報共有の方法や視点につい

てもさらに議論を重ねる必要がある。

そこで問題となるのは、誰と、いつ、どのような場で、どのような情報を、どのよう

な方法によって共有するのかという、具体的な実践を進める上での専門職者の様々な思

考・思慮の内容である。さらには、必要性が考えられている専門技術とは何であるの

か、多職種間での情報共有において求められる専門技術とは何であるのか、という問い

にも議論を進めなければならない。本論では、このような情報共有の場と過程、そこで

の技術・技能に焦点を当てて考察を進めていく。考察に当たっては、主に今日の社会福

祉実践において重要な位置を占める居宅介護支援の実践、そこでの専門職者である介護

支援専門員の現状から捉えてみることにしたい。

２．対人援助職における援助情報と情報連携

１）援助情報の位置づけ

社会福祉領域での情報は、福祉情報として専門職者や利用者等の関係者に活用され、

福祉活動における判断や行動の基になる知識として考えられている。その種類はニーズ

情報、サービス情報、処遇情報、参加情報、運営・管理情報、生活ネットワーク情報、

文献・資料情報などに分類されている１）。中でも、利用者の支援に伴う連携において専

門職者の判断や行動の材料となる情報は、「処遇情報」や「実践記録」といった社会福

祉援助実践の援助過程における個別化された情報２）、つまり援助情報として示されるも

のである。援助情報とは、個々のサービスの利用者に対する援助実践の過程において、

各支援時期に関係して活用される情報およびその情報の利用状況、アセスメントの内容

や実践経過とその結果等に関する情報など、援助実践に伴い発生したあらゆる情報を意

味している。この援助情報は、その性質上からみるとサービスの利用者固有の個人情

報、出来事や援助の事実経過に関する情報（経過記録、実践記録など）、専門職者によっ

て作成されたり手が加えられている情報（アセスメント情報、計画書、要約記録など）

に分類できる３）。

２）システム化における情報の意義

保健・医療・福祉の連携において、ネットワークやチームワークを通じての総合化が

必要とされてきた。理由としては、当初からサービスの利用者に対する効果、利用者間

の公正、サービス供給の効率の３点に集約して論じられた４）。さらには、スティグマ問
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題の克服、ケアマネジメント実践の条件整備としてもその必要性が指摘されてきてい

る５）。一方、総合化を図るべき焦点を段階的に捉え、連絡（単発的な情報交換）―調整

（相互肯定的な情報交換）―協力（連携・協働としての目的の共有）―統合（諸主体の

統一）の４段階が示されてきた。また、高齢者ケア機能の統合化への道程として、単独

（窓口の分散）―連絡（情報交換のみ）―連携（協働サービス、各々個別の事業計画）

―統合（総合的視野、行政機構の一本化と総合センター開設、カンファレンスの拡大）

の事例も報告されている６）。いずれの場合も、情報共有は一連の段階において総合化に

向けた構成要素として捉えられており、効果・公正・効率を図る上での基本的かつ重要

な対応のひとつとして重視されている。

このようなケアマネジメント実践や地域的包括ケア、トータル・ケアシステムなどの

取り組みの中では、人材（専門性）、情報、活動の場、対応などを総合化に向けた重要

な構成要素として捉えるとともに、実践過程の一本化を含むシステム構築を図ることに

よって対応してきている。人材とは、保健・医療・福祉に関る専門職、保健医療機関・

行政機関・福祉施設や地域福祉機関等の従事者などを捉える内容が多く、ここに地域住

民や NPO などのインフォーマルな関係者も含まれるようになってきている。情報と

は、多くの事例においてみても個人情報や社会資源情報、アセスメント、対応情報、ケ

アプランなどの計画内容、モニタリングなどの評価情報というように、実践過程に応じ

た内容である。活動の場は、センターや総合窓口といった拠点機関、制度化されたケア

会議やケアプラン策定会議（事例検討会・地域ケア会議を含む）などである。対応とは

ケアやサービス提供のことだが、協働による情報収集（相談面接や訪問などを含む）や

アセスメント、ケアプラン作成などの実践過程を含むものである。

そしてシステム構築の内容や照準は、情報のネットワーク、在宅ケア・施設ケア・保

健事業（予防事業）・権利擁護事業などのサービスのネットワーク、さらにはネット

ワーク形成から一本化に向けた機構づくりなどに向けられている。一本化を図る機構作

りの内容としては、組織改編や協働（事業）の予算化、制度化（明文化）、事業の共同

実施や一本化などによって見られる７）。また、平成１８年にスタートした地域包括支援セ

ンターに関係する制度化などは、超広域的な制度化を伴う地域システムの構築のひとつ

と言えるものである。このような様々なシステム化の中で、情報は欠かせない共有化・

一本化の要素として例外なく扱われており、大きく福祉情報の集積拠点化と総合的な提

供機能の側面と、援助情報の共有拠点化と集約機能の側面から、検討や対応策が進めら

れている。福祉情報の取り扱いは、サービス利用者に対する効果に大きく影響するもの

であり、その集積と総合的な提供はサービスの利用者間の公正とサービス供給の効率に

も深く関係する。同様に、援助情報の活用のあり方が利用者に対する援助の結果や効果

に関係していることは言うまでもなく、総合的に関わる多職種間での情報共有は欠かせ

ない実践内容として認識されている。
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３．情報共有化の課題と取り組み

１）連携と多職種チームに見られる課題

援助情報の共有化は、前章で述べた総合化を目指す多職種の連携、チームワークに向

けた段階的なネットワーク形成の過程によって図られている。そして情報共有を総合化

の段階によって捉えていくと、「単発的な情報の伝達」→「双方向での情報伝達（情報

交換）」→「継続的な情報共有」→「一体化（総合化）された情報の共有」という、階

層的な流れの中に見出すことが出来る。特に、「継続的な情報共有」や「一体化された

情報の共有」においては、サービス利用者に対する支援の目標や連携の目的を共有する

視点から、アセスメントやケアプランなどの内容も共有することになる。つまり、単に

利用者理解の基礎となる情報の共有にとどまらず、情報の分析・統合の過程とその結果

の共有を目指している。そこで課題となるのが、連携やチームワークを形成している多

職種、関係機関における共通認識の確保、認識のずれの解消である８）。

またサービスの利用者を主体とした対応過程における、援助職者の会話のスキルの必

要性も指摘されている９）。例えば、専門用語の慣用や専門職者間の議論、特定の専門職

性に偏重しがちな会話や認識の問題などである。専門用語は、多岐に亘る専門職者間で

は必ずしも一定の意味を持たず、認識に隔たりを生じやすい。ましてやサービスの利用

者にとって専門用語は、難解なものとなる場合も少なくない。共通認識の確保には、そ

れを支えるコミュニケーション手段と、日常的なコミュニケーションへの取り組みが必

要である１０）。同様に、専門職者間の相互理解の不足と限界、チームをリードする指導力

の問題、核になるリーダーの必要性も指摘されてきた。他方面からは、知識・技術・態

度などにおけるチーム・コンピテンシー導入や訓練方法の検討を行う必要性も挙げられ

ている１１）。

さらに情報共有を支えるシステム、チームワークなどにおける構造上の問題もある。

法制度や拠点機関の設置などによって集合体や組織体を構成しただけでは、情報共有を

含む業務の遂行において効果的・効率的な実践は図れない。多職種によって構成される

連携システムや多職種チームの構造は、構成員の参加がどのような地位や役割で参加し

ているか、およびチーム内での地位と役割がどのように形成（設定）されているか、の

二つの側面を持つ。その位置づけが同一組織内であるのか複数の組織体の協働であるか

に関わりなく、構成員は本来的に帰属する組織とチームという組織の複数の組織に位置

し、併存する二重構造の中で業務を遂行することになる。そのため、まず効果的・効率

的に業務を遂行していく適切な行動プログラムが必要とされる。同様に、専門性を土台

に役割分担（分業）を行うことから、調整・統合を行うためのコミュニケーション・プ

ロセスのプログラム化も必要とする１２）。

２）システム化と情報共有への取り組み

現在は地域包括支援センターが開設され、新たな高齢者地域ケアシステムの拠点とし

てその活動を始めているが、その設置状況や活動の実態にはかなりの相違が生じてい
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る１３）。一方、これまで地域ケアの拠点活動を担ってきた在宅介護支援センターでは、セ

ンターを拠点とした情報共有や総合的ケアシステムの構築を目指した取り組みが、各地

で独自の過程を辿りながらも積極的に進められてきていた。

例えば、北陸地方のＡ市における実践（平成１７年当時に視察）では既に地域包括支援

センターへのシステムの移行も視野に入れながら、基幹型在宅介護支援センター（以

後；基幹型）が中心となって「自立サービス連絡会議」を実践していた。会議では、新

規のサービス対象者と継続中で経過確認の予定になっている利用者について報告と協

議・確認が行なわれる。新規利用者数は流動的だが、会議としては１０名前後について６０

分～９０分程度の時間で実施される。継続確認予定者は、困難事例や緊急議題の随時の申

し出のほか、あらかじめ前回までの検討時において次期の検討予定時期を設定してい

る。提出資料の書式も定められており地域型から事前に提出され、覆面化した資料が基

幹型を通じて事前に構成員に配布される。構成員は、会議以前に資料に目を通した上で

の出席が原則となる。なお、資料は覆面化されているが、会議では実名を確認して進め

られ、関係機関等からの追加情報の提供や報告も行なわれる。困難事例や検討事例につ

いては、必要時に別個に時間が追加されて３０～６０分程度の予定で検討されている。

一方、岡山県では県社会福祉協議会と在宅介護支援センター協議会が、地域ケア会議

の共通モデルの構築を目指す取り組みを行ない、モデルに基づく実践もなされてき

た１４）。モデルでは、地域ケア会議、地域ケアシステム、困難事例検討対応部会（困難事

例対応システム）について、ニーズキャッチシステムと支援システムの両面から、さら

には大都市部のモデルと小規模町村部のモデルについてまとめられていて、地域包括支

援センター（以後；地域包括）にも導入されている。このモデルの特徴は、県下での共

通基盤の形成を目指すとともに、市町村ごとの地域性による独自性の反映を想定してま

とめられているところにある。

例えば岡山県Ｂ市では、基幹型と地域型（地域包括ではセンターとサブセンターに

よって構成）が関わりエリア別に定例会議を開催する。ここでは、１時間程度の事例検

討を含む２時間目安の会議である。検討された事例については、次回以降にその経過が

報告される。また、地域の関係機関やケア担当者から困難事例や相談事例が持ち込める

体制を取り、その際には担当者（たとえば介護支援専門員やサービス提供者など）が出

席して事例検討に加わる。また、同県Ｃ市では学識経験者や地域住民組織体の代表者

（自治会、婦人会など）が構成員に加わっており、利用者の動向やケア体制の実績報

告、評価の確認などは毎回に行なわれる。また必要時には事例検討も行われる。この

他、静岡県Ｅ市では困難事例検討が地域ケア会議と合わせて実施されているし、山梨県

Ｆ市や愛媛県Ｇ町ではシステム化の基盤作りとして研修を行い、支援体制の強化や実践

者のスキルアップを図っている※１。
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４．情報共有の枠組みと過程

１）実践方法の概要

情報共有の具体的な実践を検討する上では、まずその目的がどこに置かれているかが

重要である。そして、その目的に応じて共有されるべき情報の内容や枠組みが検討さ

れ、そのための方法も選択されてくる。今回は、前節で取り上げた A 市と B 市および

E 市での実践を筆者の実施した視察調査の結果を通じて分析し、情報共有や事例検討に

おける枠組みと過程について考察していく。いずれも実施の中心は基幹型在宅介護支援

センター（現在は、いずれも地域包括支援センターに移行）であり、実施要領を定めた

上で開催される地域ケア会議とそれに付随する事例検討会が行われている（表１）。こ

れらの取り組みの中で、共有化を意図している情報の範囲（項目）は、社会資源情報は

じめ地域の動向やサービス利用状況、ニーズなど福祉情報の全般にわたっている。援助

情報に関しては、利用者全体を対象にしながら個々のサービス内容や支援体制の調整を

意図した情報共有および検討と、困難事例など特定の実践に関わる課題検討を意図した

情報共有に分類できる※２。

一方で情報共有や各種会議等の実践において、共有化の情報枠組みや情報共有・検討

の過程を見た場合、大きく二つの構造に分かれる。一つは、短時間に多くの利用者を対

象とする場合で、一覧表や個票の形式にまとめられた相談記録や要約記録などを用いて

簡潔に情報提示を行い、若干の情報確認を行なう方式である。A 市のケースでは、利

用者一人当たりにかけられる情報共有・検討の作業時間は、平均で１０分程度であった。

表１

地域 Ａ市 Ｂ市 Ｅ市

目的主旨キーワード 自立支援、予防 予防、生活支援 介護予防、生活支援

取り組み内容の要点 予防プラン
サービス調整

予防サービスと地域ケ
アの総合調整

サービスの調整・提供

主となる
共有情報の項目

新規利用者情報
個別情報（書式あり）
地域・社会資源

地域・社会資源
ケア実績・事業
個別情報（自由書式）

検討事例の情報
地域・社会資源

構成員
（基幹型・地域型の
他）

病院、社協、事業者、
福祉施設、行政
＊別途に、民生委員と
の連絡会を実施

行政、保健センター、
社協、介護保険施設、
公社、訪問看護、事業
者、医師会

民生委員、サービス事
業者、ボランティア団
体、見守り員、地域住
民、自治会、医師
＊但し、必要に応じた
対応にて流動的

事例検討会
（開催形式：いずれ
もケア会議に付随す
る場合と、別個に開
催される場合がある）

支援継続事例
困難事例
メンバーは構成員に関
係者を追加

困難事例、事例検討後
の経過報告事例
メンバーは構成員に関
係者を追加

困難事例
要検討事例
メンバーは、基幹型・
地域型に関係者を追加
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時には念入りな確認と協議が行なわれるが、この場合でも２０分前後である。基本的な流

れは、「地域型よりケース紹介→全員による情報交換→プラン見直しの検討→自由意見

→合意事項の確認」となっている。もうひとつは、特定事例について６０分程度以上の時

間を確保し、司会進行や提供者が定まった中で情報提示から質疑・確認、協議へと進め

られる方式である。（一般的に事例検討会として認識される形態）表２は、視察を行なっ

た際の流れで、進行はいずれも基幹型の職員が司会進行を行なった。その都度で、異

なった対応が行なわれる場合もあるようだが、概ねはこのような流れを基本にしている

との回答である。

２）実践構造の分析と考察

実践場面における事例検討の方法については、様々な方法が提示されてきている。特

にスーパービジョンやケアカンファレンス（もしくはケースカンファレンス）のモデル

として、体系化されているものが多い。その詳細の検討は他の機会に譲るとして、たと

えば、FK モデルは１０段階のステップによって、スーパービジョンの過程を示してい

る１５）。また OGSV モデルは、「事前準備―役割の決定―事例提供（課題の焦点化）―課

題の焦点化（検討課題の確認作業）―質疑応答―意見交換―提出者への支援―バイザー

表２

A市 B市 E市

追加資料配布
（基礎資料は覆面にて事前配
布）

↓
司会よりの概要紹介と主旨確
認
（検討課題の設定）

↓
資料説明（事例提供）
＊提出理由の説明
＊概要、問題点
＊個別情報
＊支援内容

↓
司会より課題の設定

↓
質疑応答（情報確認）
参加者からの情報提供

↓
意見交換

↓
支援内容への反映について合
意形成

↓
まとめ、補足意見
（司会）

資料配布
↓

提出理由の確認・説明
↓

司会よりの主旨確認
（検討課題の設定）

↓
資料説明（事例提供）
＊概要、問題点
＊個別情報
＊支援内容

↓
司会より検討課題の確認

↓
質疑応答（情報確認）
＊提供者および関係者による
情報提供

↓
意見交換
参加者からの情報提供

↓
まとめ、確認事項
（司会および提供者）

↓
経過報告時期への合意

資料配布
↓

提出理由の確認・説明
↓

概要の説明と質疑
↓

司会よりの主旨確認
（検討課題の設定）

↓
資料説明（事例提供）
＊地域の状況
＊個別情報
＊支援内容

↓
司会より提出理由の再確認

↓
質疑応答（情報確認）
（意見含む）

↓
司会による課題の再確認

↓
意見交換

↓
まとめ、感想、補足意見
（司会および全員）
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のまとめ―バイジーのまとめ」のスーパービジョン過程を示す１６）。一方で、岩間は「開

会―事例の提示―事例の共有化―論点の明確化―論点の検討―まとめ―閉会」１７）という

ケースカンファレンスの方法を、福山らは「開始―カンファレンスの目的・達成目標の

提示―事例提示―支援計画・実施内容の提示・役割分担―緊急時の対応策・緊急システ

ムの確立―フィードバック―終了」１８）というカンファレンスの行程を、それぞれ示して

いる。

本論の主題である情報共有の過程は、３市の事例や各種モデルにおいて、事例情報の

提示、追加情報（質疑応答）、問題点や対応策（意見交換）、検討結果（まとめ、合意・

確認）を共通する要素として含んで構成されている。また、表現はそれぞれに異なって

いるものの、サービス利用者への理解と問題把握という視点からのイメージ化や分析結

果の共有、「人と問題」への共通認識の確立を基盤に置いている。これは情報共有が単

なる断片化された事実の把握に留まらず、総合化され分析・統合化された情報、情報処

理の結果としての理解内容にも向けられていることを意味する。

もうひとつの焦点として、情報共有を支える実践スキルがある。図１は、事例検討場

面を主に考えるときの、情報収集の構造である。共有されるべき情報は、援助情報と「ク

ライエントの臨床像（以後；臨床像）」によって構成される。共有化を図る上での情報

収集の焦点は、まず基礎的情報、事実経過の情報、実践・援助内容に関する情報にあて

られる。これらの情報を連続性のある情報収集の作業によって分析・統合化すること

で、援助者の中には臨床像が形成される。さらに援助職者間での情報共有は、形成され

＊１クライエントの臨床像；援助者から捕らえられるサービス利用者の姿とサービス利
用者が置かれている状況のこと２３）。

図１ 援助情報の枠組み（クライエントの人と問題への理解）
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た臨床像にも焦点化して情報収集・分析・統合を図り、共通認識としての臨床像を形成

する。事例検討やケア会議などの場面では、統一した方向性、一体化したケア内容を確

立する上で、この臨床像の共有が必要となる。逆に、臨床像の不一致、ズレが見解や方

針の相違の要素となる。そのため、先の実践からは臨床像形成のための実践スキルとし

て、情報枠組みの獲得、情報収集のためのコミュニケーション・スキル、情報分析力（ア

セスメントを含む）、言語化（表現力）と伝達力、理解力などが必要と考えられる。

５．居宅介護支援における情報共有への課題分析

１）介護支援専門員に見られる現状と課題

さて、情報共有を検討する上でのもうひとつの論点は、専門職の意識や姿勢にある。

中でも介護支援専門員は、生活課題やその援助目標に即した多様なサービスの提供が、

総合的・一体的・効率的に行なわれるためにケアマネジメントの機能を制度的に確立さ

れたことで創設された１９）。そして、サービス調整のためのサービス担当者会議の開催・

運営や各種事業者や関係機関との連携の要としての役割が、その基本的業務と役割の中

に位置づけられている。当然ながら、情報共有のための情報収集・分析・統合と情報の

伝達は、その基本的機能として考えられている。しかしながら、期待される情報共有や

連携にともなう作業は、特に所属組織外の地域資源との間において必ずしも進んでいな

いことが示唆されている。サービス提供のための連携や調整においても同様である２０）。

そこで筆者は、複数地域での実態調査を行なうことにより、情報共有への取り組みの

現状や課題について分析を試みた。調査は、介護支援に関わる対人援助職者のスキル

アップと援助情報の共有を主題に、宮城県、茨城県、千葉県、神奈川県、山梨県、長野

県、岡山県、愛媛県、高知県の９地域で、介護支援専門員を対象にしたアンケート票に

よる意識調査（実態調査を含む）として実施した。回答者数１７８５人（回収率６５．１％）、

介護支援専門員等の当該業務の実務経験平均４．８６年、基礎資格は医師・薬剤師・保健

師・社会福祉士など１８職種にわたる。調査時期は２００６年１０月～２００７年３月、介護支援専

門員専門研修および主任介護支援専門員研修等の受講者を対象に実施した。（一部に地

域包括支援センターで主任介護支援専門員の業務を担う、主任介護支援専門員以外の資

格者が含まれる。）※３

まず、情報（収集）への意識においては「他の専門職種からの情報」を活用するかど

うかについて「大いに活用する」５５．９％、「時々活用する」３５．９％、「あまり活用しない」

３．５％、また「他の専門職種のアセスメント内容」を活用するかについては、「大いに活

用」３６．２％、「時々活用」４３．７％、「あまり活用しない」１１．８％となる。他の専門職から

の情報を活用する視点は合わせて９１．８％と非常に高いものの、他職種のアセスメント内

容に対する関心（活用）は７９．９％とやや低下傾向にある。一方、情報収集の場となる会

議に対して、表３のような回答割合になっている。傾向として、サービス担当者会議の

活用が９０．８％であるのに対して、地域ケア会議の活用は５３．５％と低い。なお全体として

は、各調査項目のほとんどで「大いに活用している」の回答が、「あまり活用しない」
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を上回る結果であり積極性を示す。しかし、その中で「地域」をキーワードとする「地

域ケア会議」「地域での困難事例検討会」「地域での事例検討会」の項目では、「あまり

活用していない」の回答割合が増加し「大いに活用している」の回答割合を上回る。こ

れについては、情報共有や情報交換、意見交換等の取組みが、普段の関係性や個人情報

保護の観点に影響されている可能性など、活用を抑制するなんらかの要因があるものと

推測される。

２）情報共有に向けての専門職としての課題

様々な要因についての分析は、今後さらに進めなければならないが、本論における視

察調査やアンケート調査を通じて、いくつかの課題が示唆される。まず介護支援専門員

によるケアマネジメントは、サービス提供のシステム化にとどまらず、一連の流れを含

めたシステム化が求められ、援助情報に関する一連の情報処理と情報管理のプロセスを

システム化する必要である２１）。このシステム化は、サービス担当者会議の義務化と共に

地域ケア会議や事例検討会を中心に進められているが、介護支援専門員の現任者にはむ

しろ実務的なサービス担当者会議に傾斜する。また、サービス担当者会議の運営も介護

支援専門員の独自の努力で実践される傾向は否めず、プロセルのシステム化は進んでは

いない。地域ケア会議や事例検討会についても、その方法や実践過程が必ずしも十分に

は吟味されていない。論点や結論が不明瞭なままに終了する不全感を、多くの援助職者

が体験している。どのような情報共有のプロセスが有効でありより良い支援に結びつい

ていくのか、その検証を進める必要があるだろう。

一方、情報共有や支援調整を図る場となる各種会議への実践的な取り組みは、介護支

援専門員の意識向上と職能の分析・向上、さらには福祉環境の整備が鍵を握ってい

る２０）。また、多職種により構成される会議の設定や発展は、協働チームの形態における

組織的な特性が、たとえば医療系組織の方に強く傾斜するという議論もなされてきてい

る２２）。介護支援専門員に対する新たな研修課程がスタートしているが、情報共有や連

携・協働の鍵となるチームワークやネットワーク、会議運営等に関係する訓練の必要性

とともに、どのような訓練が有効なのかを検討する必要もある１２）。必要とされるコミュ

ニケーション・スキルの検討やそのスキルアップの方法の検討も残されたままである。

表３
（％）

活用状況の項目 大いに活用 時々活用 あまり活用しない

地域ケア会議 １９．９ ３３．７ ２９．４

困難事例検討会（地域） １３．２ ３４．４ ３４．７

地域での事例検討会 １２．５ ４１．０ ３２．０

仲間等での事例検討会 ２５．４ ３８．３ ２５．４

組織内での事例検討会 ２７．５ ３９．６ ２１．５

サービス担当者会議 ６２．１ ２８．７ ４．７６
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今後は、さらにこれらについての理論的な検討と実践的な検証が求められている。

おわりに

情報共有は、適切な形での支援の一体化と継続性の確保には不可欠な要素と考えられ

る。単一のサービス利用にて完結するニーズは極めてまれであり、複数のサービスを一

体化させる必要性は既に述べてきたとおりである。そして、時に援助者や主機関が交代

したり、支援システムの構成員が変更することも珍しいことではない。このような現状

において、支援の公平・公正・効率を確保しながら個々の実践において効果を得ていく

ために、連携や協働のシステム化が重視されてきている。援助情報の共有は正にこのシ

ステム形成の核となる要素のひとつである。しかしながら、その必要性が語られるほど

には、その実践方法や課題解決に向けた議論が進んできていないように感じられる。で

きることなら、未熟な本論への批判やご意見をいただくことで、広く世間でこの議論が

より活発化し身のある成果が確認されていくことを願うものである。
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Abstract

The sharing of the information is necessary to practice a care manager. A system for

its purpose is needed by the sharing of the information. The place of the communication,

the necessary consciousness, the communication skill of the care manager and so on are

thought of by the element which composes the system of the information sharing. In

this research, it explored the model of the system which shares information and it paid

an interest to the consciousness of the care manager and it did investigation. I

considered the frame and the process to share information through the visiting and the

analysis of some models. Also, through the questionnaire survey to the care manager, it

did an attitude survey. Some difference was seen by the consciousness of the

participation of the care manager was confirmed by the form and the purpose of the

conference from this Research Result. As for the care manager, of high interest's being

shown on the one hand, the interest in the conference in the area becomes the result

which is low, to be few to the conference of the fixing participant. On the one hand, the

interest in the service person in charge conference of the care manager became equal to

or more than 90 percent of results. It thinks that it does the effect of the

institutionalization.
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Care manager

Collaboration system
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